
はじめに

戦後マレーシアの歴史は，ブミプトラ政策の

歴史であるといっても過言ではない。周知のよ

うに，戦前期のイギリス植民地支配下におい

て，スズとゴムの産出に特化したモノカルチュ

ア経済の形成は，中国人とインド人の債務移民

労働者の大量流入によって支えられていた。現

地マレー人と移民労働者は，イギリス植民地政

庁の民族分断的な雇用政策によって，特定の産

業・業種との強い相関をもって就労を強いられ

た。戦後の多民族国家の経済建設においては，

政府は深刻な民族間の利害対立を調整する必要

から，多数派だが貧困層が圧倒的多数を占める

マレー系住民を優遇すべくブミプトラ政策を採

用してきた（以上の諸点について詳しくは，宮

本：２００２を参照されたい）。

したがって，この国の労働市場の検討も，ま

ずは労働力の民族別構成に着目する必要があ

る。しかし，前回のマレーシア労働市場調査の

研究（２０００年）でも明らかにしたように，深

刻な労働力不足ゆえにこの国の底辺労働を担う

中心部隊は，もはやマレー系マレーシア人では

なく近隣アジア諸国から流入する外国人労働者

に代替されつつあり，いまや労働市場の重層化

は国際的なそれも視野に入れて一層多元的に捉

えねばならない。ビジョン２０２０（Wawasan２０２０：

２０２０年までに先進国入りを目指す）を展望し

て，MSC（マルチメディア・スーパー・コリ

ダー）構想に象徴されるような IT立国を目指

す諸政策は，一面では確かにマレーシア人の総

体としての高学歴化を促迫し，専門職労働者を

中心にいわゆる「新中間層」の構成的比重を高

めているが，他面では農業・建設業・製造業な

どの底辺労働に外国人労働者が大量流入して，

労働格差は一層拡大しているようにも見える。

筆者は２０００年８月にクアラルンプル首都圏

の日系企業の労働市場について調査したが，今

回はその後の変化を追跡すべく，２００６年２月

に前回と同一の企業について再調査を実施し

た。そこで小論では，２０００年以降の首都圏日

系企業の労働市場の変化，とくにマレーシア人

３民族の労働力編成とともに，マレーシア人と

外国人の労働格差の問題にも焦点を当てて，現

代マレーシアが直面している労働問題の一端を

剔出してみる（図１を適宜参照，先行研究につ

いては宮本：２００２でやや詳しく触れたので，

繰り返しを避けて割愛する）。

� 現代マレーシアの労働力構成と直接投資

１．労働力構成

以下では，まず労働力の質・量構成に関する

近年の変化について，マクロ統計によって産業

別，民族別，国籍別に概観しておこう。

表１が，産業別の就業者構成を１９９０年代か

ら２００３年までの推移で見たものである。産業

構造の高度化に伴って，第１次産業の減少は顕

著だが，製造業は１９９０年代半ばに２０％台を超

えるもののその後は停滞，２０００年に入ってむ

しろ絶対数・構成比ともにやや減少傾向を示

し，サービス産業が構成比を高めている。サー
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ビス産業の質的変化についてデータでは明示的

ではないが，IT関連や金融・情報などの高度

サービス産業部門の成長が推察される。

このような産業別就業者の構成を民族別に最

新の単年度データでクロスさせたのが表２であ

る。マレーシア人３民族の比較では，民族間の

全体構成比に比してマレー系は第一次産業，中

国系は商業・金融などのサービス業，インド系

は製造業の他に運輸・通信業の構成比が高いと

いった特徴は依然として変わらないが，外国人

が農林漁業・製造業・建設業・サービス業など

に集中しているのも特徴的である。

１９９０年 １９９５年 ２００１年 ２００３年

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

農林漁業 １，７３８ ２６．０ １，５２７ ２０．０ １，４２０ １５．２ １，４０８ １４．３

鉱業 ３７ ０．６ ３３ ０．４ ２８ ０．３ ３０ ０．３

製造業 １，３３３ １９．９ １，７８０ ２３．３ ２，１８０ ２３．３ ２，１３１ ２１．６

建設業 ４２４ ６．３ ６１１ ８．０ ８３２ ８．９ ９４３ ９．５

電気・ガス・水道 ４７ ０．７ ４８ ０．６ ５５ ０．６ ５８ ０．６

運輸・通信 ３０２ ４．５ ３５９ ４．７ ４６６ ５．０ ４８２ ４．９

商業・ホテル・レストラン １，２１８ １８．２ １，３７１ １７．９ ２，０４８ ２１．９ ２，２３６ ２２．６

金融・保険・不動産 ２５８ ３．９ ３６４ ４．８ ５７０ ６．１ ６２７ ６．４

政府・社会・個人サービス １，３２９ １９．９ １，５５２ ２０．３ １，７５８ １８．８ １，９５５ １９．８

合 計 ６，６８６ １００．０ ７，６４５ １００．０ ９，３５７ １００．０ ９，８７０ １００．０

図１ 西マレーシア，クアラルンプル首都圏

表１ 産業別労働力（就業者）人口の推移 （単位：１，０００人）

（出典）Percetakan Nasional Malaysia Berhad［1996］, Department of Statistics［2003］より作成。
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その外国人労働者の出身国別構成の推移をみ

たのが表３である。資料の制約から出身国別の

構成は２００１年と２００４年のみ示しているが，外

国人労働者は合法就労者のみでも１９９０年の２４

万２，０００人から，１９９５年４７万９，３００人，２００１

年８６万３，８００人，２００４年１３５万９，５００人と急

増しており，国別ではインドネシア人が過半を

占める一方で，今世紀初頭からネパール人・イ

ンド人・ミャンマー人の増加ぶりが顕著である

（Ministry of finannce［２００４］）。外国人労働者

の産業別構成比を表４でみれば，これも合法就

労者のみであるが，農業が減少して製造業の増

加が読み取れる。サービス業に関しては 同表

出典の解説によれば「家事メイドが１９９７年の

７万５，３００人から２００４年には２６万１，０００人に

増加している」とのことであり，外国人のサー

ビス業従事者の大半がおそらく若年女性の家事

メイドであろうと推察される。

マレーシアはアジア諸国の中でも例外的に労

働力の不足国と言われてきたが，政府は労働力

不足が深刻な業種・職種に外国人労働力を導

入，それはとりもなおさずマレーシア人が忌避

する不熟練・単純労働であり，重筋的な底辺労

働であった。歴史的には農園労働・建設労働の

市場にインドネシアなどの特定国から外国人が

参入し，１９９０年代に製造業も条件付きながら

外国人の就労を許可した。ときには非合法就労

者の大量流入を規制する措置も取ったが，労働

力需要の変動に応じて不法就労者対策もめまぐ

るしく変化した。いずれにしても外国人の圧倒

的多数は，高学歴化するマレーシア人に替わっ

て不足する単純労働の担い手にすぎないが，長

期的には政府が外国人に対して合法就労を認可

する業種・職種と入国可能な近隣の国数を拡大

する傾向にある。表５に最新のデータで労働力

の民族別学歴構成を示しておいたが，外国人労

働者の６割は未就学ないしは初等教育のみの学

歴で，マレーシア人３民族と比較しても学歴格

差が歴然としており，学歴・技能を要しない不

熟練・単純労働の主体とならざるを得ない。な

マレー系 中国系 インド系 外国人

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

農林漁業 ９０７．９ １６．３ １４０．２ ５．６ ５４．４ ７．４ ２８５．５ ２９．２

（構成比％） （６５．４） （１０．１） （３．９） （２０．６）

鉱業 ２２．３ ０．４ ５．０ ０．２ ２．９ ０．４ １．０ ０．１

（構成比％） （７１．５） （１６．０） （９．３） （３．２）

製造業 １,１４７．５ ２０．６ ５０５．６ ２０．２ ２２４．２ ３０．９ ２３６．６ ２４．２

（構成比％） （５４．３） （２３．９） （１０．６） （１１．２）

建設業 ４４５．６ ８．０ ３１０．４ １２．４ ４２．８ ５．９ １３３．０ １３．６

（構成比％） （４７．８） （３３．３） （４．６） （１４．３）

電気・ガス・水道 ４４．６ ０．８ ５．０ ０．２ ４．４ ０．６ １．０ ０．１

（構成比％） （８１．１） （９．１） （８．０） （１．８）

運輸・通信 ２９５．２ ５．３ １０７．６ ４．３ ６２．４ ８．６ １０．８ １．１

（構成比％） （６２．０） （２２．６） （１３．１） （２．３）

商業・ホテル・レストラン １,０１３．８ １８．２ ９３８．６ ３７．５ １４０．７ １９．４ １２０．３ １２．３

（構成比％） （４５．８） （４２．４） （６．４） （５．４）

金融・保険・不動産 ３１７．５ ５．７ ２２７．８ ９．１ ６０．２ ８．３ １５．６ １．６

（構成比％） （５１．１） （３６．６） （９．７） （２．５）

政府・社会・個人サービス １,３７５．８ ２４．７ ２６２．８ １０．４ １３３．５ １８．４ １７４．０ １７．８

（構成比％） （７０．７） （１３．５） （６．９） （８．９）

合 計 ５,５７０．２ １００．０ ２,５０３．０ １００．０ ７２５．５ １００．０ ９７７．８ １００．０

（構成比％） （５７．０） （２５．６） （７．４） （１０．０）

表２ 民族別にみた産業別労働力（就業者）人口（２００３年） （単位：１，０００人）

（出典）Department of Statistics［２００３］より作成。
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お，外国人労働者のうち高度専門職は３％程度

であり，IT関連のソフトウエア開発，医療・

教育関連の専門職が中心となる（先進国から流

入する高度専門職労働者もこれに含まれる。

Department of Staistics：２００３）。

以上，マクロデータで民族別の労働力構成を

概観したが，この国は長期にわたるブミプトラ

政策にもかかわらず，マレーシア人３民族の就

労格差が解消したとは言い難く，しかもそれ以

上に重視すべきは，底辺労働を担う外国人労働

者とマレーシア人との就労格差が顕在化し，労

働市場が幾重にも階層化していると推察される

ことである。

２．外国直接投資と日系企業

前著（宮本：２００２）でみたように，マレーシ

アにおける外国企業固定資産の累計では１９９０

年代まで日本が首位であったが（第２位＝台

湾，第３位＝アメリカ，第４位＝シンガポー

ル），投資額では８０年代後半からアジアNIEs

諸国の追い上げ，それに欧米の投資増が加わっ

て，日本の優位は明らかに崩れている。１９８０

年代後半の年平均認可投資額でみた上位５か国

は，台湾（１９億１，６００万RM［リンギット］），

日本（１７億９，１００万RM），アメリカ（１６億４，０００万

RM），シンガポール（５億３，５００万RM），イギ

リス（３億９，１００万RM）の順であっが，２００１

～０５年の５年平均ではドイツ（２５億２，２００万

RM），アメリカ（２２億２，８００RM），日本（１８

億５，８００万RM），シンガポール（１６億５，４００

万RM），韓国（６億９，３００万RM）となる。欧

米，アジアNIEs，日本の３者が投資の面でも

厳しい競争関係にあると言えよう。投資分野と

しては，IT関連のインフラ整備やサービス産

業への投資が目立っている（以上のデータは，

MIDA：２００５）。

こうした中で，日系企業の経営戦略は，アジ

ア域内における企業内分業，同業者間の国際分

業の一層の進展を背景とした経営の整理統合で

あり，具体的には特定品目やパーツ生産への特

化，あるいは労働コスト対策としての外国人労

働者・派遣労働者の雇用拡大，さらに周辺の低

賃金国への生産シフトなどである。

表６に日系企業数の推移を掲げたが，１９９８

年をピークに以降は一貫して減少傾向にある。

企業数減少の要因に関する詳しい情報は得られ

なかったが，アジア域内での事業の整理統合，

あるいはインドネシアのバタム，ベトナム，中

国など，産業インフラ・物流面でマレーシアと

２００１年 ２００４年

外国人労働者数 構成比（％）外国人労働者数 構成比（％）

インドネシア人 ５９０，８００ ６８．４ ９０４，１５５ ６６．５

ネパール人 ６３，０００ ７．３ １２５，０８６ ９．２

バングラデシュ人 １４７，７００ １７．１ １０８，７７１ ８．０

インド人 ３４，６００ ４．０ ６１，１８３ ４．５

ミャンマー人 ８，６００ １．０ ５７，１０５ ４．２

フィリピン人 ８，６００ １．０ １４，９５６ １．１

タイ人 ３，５００ ０．４ １３，５９６ １．０

パキスタン人 ３，５００ ０．４ １，３６０ ０．１

その他 ３，５００ ０．４ ７３，４２０ ５．４

合 計 ８６３，８００ １００．０ １，３５９，６３２ １００．０

マレーシア人
外国人

マレー系 中国系 インド系

未就学者 ４．９ ２．２ ３．４ １１．０

初等教育（１～６年）修学者 １９．１ １９．９ ２０．０ ４９．０

中等教育（１～５年）修学者 ５８．２ ５７．０ ６０．１ ３１．１

高等教育修学者 １７．８ ２０．９ １６．５ ８．９

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

表３ 外国人労働者（合法就労）の出身国別構成

（出典）Ministry of Finance［２００４］より作成。
（注）２００１年の外国人労働者数は概数。

表５ 民族別にみた労働力の学歴構成比（％，２００３年）

（出典）Department of Statistics［２００３年］より作成。

１９９０年 １９９５年 ２００１年 ２００４年

農業 ４７．９ ３６．１ ３２．９ ２４．７

鉱業 ０．６ ０．４ ０．２ －

建設業 １０．４ １３．５ １１．５ １９．８

製造業 ９．８ ２４．１ ２４．７ ３０．５

サービス業 ３１．３ ２５．９ ３０．７ ２５．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

実数（１０００人） ２４２．０ ４７９．３ ８６３．８ １，３５９．５

表４ 外国人労働者の産業別構成比 （構成比：％）

（出典）Ministry of Finance ［2004］より作成。
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遜色ないレベルに達している近隣の低賃金国・

地域へのシフトが想起される。表７の日系企業

の地域別進出状況をみれば，１９８０年代後半～

１９９０年代前半は，クアラルンプルおよびスラ

ンゴール州の首都圏ばかりでなく，ペナンや

ジョホールなどの地方工業地帯への進出も目

立ったが，その後は地方分散化もそれほど進展

せず，むしろ首都近郊のスランゴールの工業団

地に集中する傾向にある。経営の国際化と人

事・労務管理の効率化が，かかる傾向を生む背

景にあるように思われる。いずれにしてもマ

レーシアの日系企業は，欧米諸国・アジアNIEs

諸国との厳しい投資・経営競争と，マレーシア

人の労働力不足・高賃金化に対応した新たな経

営・労務戦略に迫られることとなっている。

� 首都圏日系企業の労働市場

１．調査企業の概要

まず調査対象の日系企業２社の概要から示

す。

MA社は，１９９０年にシャーアラム工業団地

に進出した大手家電メーカーであり，工場では

カラーテレビ部品を生産している。原料・素材

はそのほとんどを現地進出の日系下請けメー

カーから調達しており，純粋ローカル企業から

の調達は１０％以下で梱包材に限定される。製品

のおよそ６５％は輸出向け，輸出先はASEANに

４９％，中国に１１％，北米に３％の順（２００４年

実績）である。同社の事例は，日系家電製品の

アジア現地生産が，日系下請け企業と現地で一

体化して特定品目または特定パーツの生産に特

化し，中国・東南アジアの域内での統合・再編

を経て域内分業体制を進展させつつあることを

示す典型である。一方，MB社は１９８９年にバ

ンギ工業団地に進出した大手家電メーカーで，

工場ではパソコンのパーツ生産に特化してお

り，製品は１００％輸出向けで，やはりMA社

と同様の経営戦略をとっている。調査対象の２

社は，マレーシア政府の IT立国政策に沿って

進出している電機・電子メーカーであり，いず

れもクアラルンプル首都圏の大型工業団地に入

居して各種の免税特典などを享受している。工

業団地内では関連の日系部品メーカーと一体化

した現地一貫生産を特徴とするが，マレーシア

のローカル企業との連携は希薄であり，直接投

資のインパクトは専ら労働市場の側面において

直接的に顕現する。

２．内部労働市場

次に調査２企業における内部労働市場の検討

によって，労働力需要の構造的特徴をみるが，

前述のように資料的に可能なかぎり，前回

２０００年調査とのデータ比較も試みる。

表８に日系企業２社の職位構成の推移を掲げ

ている。職位は前回の調査データとの比較に留

意して７層に区分している。前回とほぼ同様の

調査結果が得られた諸点は，職層が下から非正

規雇用の臨時工・派遣工の生産職と正規雇用の

生産職，間接員が正規雇用の事務系・技術系・

管理職という３層構造を成し，それぞれ学歴や

技能水準などの異なる採用要件によって別個の

入職口をもち，入職後は別個の雇用条件と昇

１９８６年 １９９２年 １９９８年 ２００２年 ２００５年

製造業 ２１４ ４４７ ７７６ ７８６ ７２９

電機・電子 ３０ １８１ ３３５ ３５０ ３１０

非製造業 ２６３ ３９９ ６５７ ５８２ ５７８

合 計 ４７７ ８４６ １,４３３ １,３６８ １，３０７

１９８６年１９９２年１９９８年２００２年２００５年

クアラルンプル ２０６ ２７１ ３８０ ３０４ ２８４

スランゴール州 １００ ２６０ ５２９ ５６１ ５６９

ペナン州 ４０ １０７ １２９ １１９ １１１

ジョホール州 ２３ ７８ １４４ １５７ １３７

ヌグリスンビラン州 ４ １８ ４９ ４８ ４６

マラッカ州 ８ １７ ２４ ２７ ２９

その他９州合計 ９６ ９５ １７８ １５２ １３１

全国合計 ４７７ ８４６ １，４３３ １，３６８ １，３０７

表６ 日系企業数の推移

（出典）ジェトロ・クアラルンプル［２００５］より作成。

表７ 日系企業の地域別進出状況

（出典）ジェトロ・クアラルンプル［２００５］より作成。
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進・昇給のルールで管理されていること，また

非正規労働者は雇用期間を限定された短勤続の

生産職労働者群であり，正規労働者の場合も直

接員から間接員への昇進は原則として認められ

ず，内部労働市場が重層化し分節化しているこ

と，などである。

前回調査との共通点とともに，今回の調査結

果から注目したい点は，生産職労働者にみられ

る雇用形態の構成変化であり，それは２社とも

に工場現場の下層職位がマレーシア人から外国

人に代替されることによって顕現している。

MA社では，外国人労働者比率が２０００年の

１８．８％から０６年には５３．９％に急激に上昇，

さらに１ヶ月単位で雇用するマレーシア人派遣

工員も導入しており，これも生産調整の安全弁

として利用される。MB社ではマレーシア人の

オペレーター（正規工員）・派遣工員がを縮小

して，代わりに外国人が増加傾向にある。

外国人労働者についてやや詳しくみると，

MA社のバングラデシュ人は企業が直接リク

ルートして短期の雇用契約を結んだ臨時工，こ

れに対してインド人・ネパール人はマレーシア

国内の派遣会社との契約による派遣工である。

同社の直接部門は重筋的な作業工程がほとんど

であるため，外国人生産職は全員男性（平均年

齢は２８歳）である。外国人は２年契約を原則

とするが，その後は更新を重ねて最長５年間の

就労が可能となっている。２０００年の調査時の

聞き取りでは，外国人労働者は出身国の斡旋業

者を通じて企業が直接契約を結ぶのが一般的で

あった。しかし，３年前から外国人労働者に関

してもマレーシア国内の派遣会社の利用が認め

られるようになり，バングラデシュ人に替わっ

てインド人とネパール人を採用，これによって

MA社では派遣工が急増した。「生産現場のき

つい仕事にマレーシア人を就けるとすぐに離職

する。そういう仕事は外国人が代替する傾向に

ある。」（同社社長）という。外国人労働者の雇

用は全従業員の２分の１までとされているが，

MA社スタッフの説明によれば，グループ企業

全体で外国人を全従業員の半数以下に抑えてい

るとのことであった。

一方，MB社では電子部門の量産工程を担当

する女性労働にインドネシア人が雇用されてい

る。同社では，ここ数年正規労働者は間接員の

み採用し，生産職は同社内でコントラクターと

呼ばれているマレーシア人の派遣労働者と外国

人労働者の採用・更新のみに止めている。イン

ドネシア人の場合も，新規採用時は２年契約を

原則とするが，最長５年まで更新延長できる。

同社スタッフの説明によれば，インドネシア人

女性のほとんどは未婚の１０代後半～２０代前半

の年齢層で，スマトラの人材斡旋会社を利用し

て採用，新規契約して２年後に１０～１５％程度

ＭＡ社 ＭＢ社

２０００年 ２００６年 ２０００年 ２００６年

マレーシア人
外国人

マレーシア人
外国人

マレーシア人
外国人

マレーシア人
外国人

バングラデシュ人 バングラデシュ人 インド人 ネパール人 インドネシア人 インドネシア人

男性 女性 男性 男性 女性 男性 男性 男性 男性 女性 女性 男性 女性 女性

取締役 １ － － １ － － － － － － － － － －

マネージャー １２ １ － １９ ２ － － － ２９ ２ － ４４ ８ －

技術職・事務職 ４８ ４ － ３１９ ７７ － － － ７４ １８ － １０４ ７３ －

工場職長・部門長 ５１ １ － １１４ － － － －
８５ １３

－ ８０ ２１ －

ラインリーダー １２２ ５ － １２４ － － － － － １１９ ８５ －

オペレーター １，９６５ ３０６ － ５０５ １３３ － － － １５８ ７６１ － ４３ ４３６ －

臨時工・派遣工 － － ５８４ １１１ － ３２４ ７３５ ５８２ １１３ ２９６ ４６８ － １５２ ５４０

合 計 ２，１９９ ３１７ ５８４１，１９３ ２１２ ３２４ ７３５ ５８２ ４５９１，０９０ ４６８ ３９０ ７７５ ５４０

表８ クアラルンプル首都圏，日系企業２社の職位構成の推移

�
�
�

�
�
�

（出典）筆者調査（２０００年８月，２００６年２月）。
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は帰国するが（環境不適合や家庭の事情），８

割以上が毎年の更新を繰り返して上限の５年間

就労するという。同じく同社スタッフが率直に

語るところによれば，このような直接員の採用

方法の変更後は「かつてのような人手不足に悩

むということがなくなった。コントラクターの

補充は容易なので，雇用調整も可能になっ

た」，「労働力の需給調整，人件費の節減には有

効だが，職場のマレーシア人の職場リーダーの

養成が難しいという問題点も抱えている」とい

う。単純作業の短勤続ゆえに技能形成の展望を

欠いた外国人労働者の大量導入は，雇用調整・

人件費節減という短期的な経営戦略には有効で

も，結局のところ技能の蓄積と体系化という点

で長期の安定的な企業経営の保証とはなりえな

いとも言えよう。

他面，周辺諸国から流入する外国人は，短期

雇用で労働条件が悪くとも，賃金水準は母国と

比較して恐らく数倍の格差があるので，労働力

過剰で就職難の国々から陸続と出稼ぎにやって

くる。前掲表３のマクロデータでみた外国人労

働者の急増は，日系企業のような外資系企業の

労働力構成にも反映している。

次に，マレーシア人３民族の企業内における

構成を表９でみておくと，上位職ではマレー系

の構成比が高まっているものの，なお中国系が

間接員に集中していること，正規生産職では依

然としてマレー系比率がその民族別比率をはる

かに上回って配置されていることなど，これら

の点は前回調査と変わらない。ただし，外国人

労働者の増員に伴って，３民族ともに間接員比

率が高まり，生産職の構成比の減少が近年の特

徴となっている。２回の調査を比較すると，MA

社ではマレー系オペレーターがおよそ４分の１

に急減，MB社でも生産職の正規工員・非正規

工員がともに大幅削減されている。なお，ブミ

プトラ政策では，厳密にいえば民族別比率に応

じた雇用規制が，全社的な民族構成だけでなく，

職位別にも適用されるはずであるが，その点に

ついて労働省など当局からの点検が入っておら

ず，企業は全社的に民族別雇用比率をクリアし

ていることのみ同省に報告しているという。

外国人労働者の増員は労働者の学歴構成にも

反映する。表１０の学歴別構成では派遣工の詳

しいデータが得られないため，正規雇用のマ

レーシア人のみの集計であるが，マレーシア人

に関しては全労働者に占める中卒・高卒比率が

２０００年の８５．９％から０６年には８０．８％に低下

し，逆に短大卒以上の高学歴層が構成比を高め

ている。これは中卒・高卒の生産職が外国人に

よって代替されていることによるものと思われ

る。外国人労働者の学歴は，各社スタッフの説

明に拠れば，MA社のバングラデシュ人は高卒

が中心，３年前から新たに採用したインド人と

ネパール人は「派遣会社に任せているので正確

にはわからないが，おそらく中卒・高卒クラ

表９ クアラルンプル首都圏，日系企業２社のマレーシア人の民族別職位構成

（出典） 筆者調査（２０００年８月，２００６年２月）。

MA社 MB社

２０００年 ２００６年 ２０００年 ２００６年

マレー系 中国系 インド系 マレー系 中国系 インド系 マレー系 中国系 インド系 マレー系 中国系 インド系

マネージャー ６ ６ １ ８ １０ ３ １０ １２ ９ １９ １９ １４

技術職・事務職 １７ ２５ １０ ２７２ ７４ ５０ ３９ ４２ １１ １０２ ４５ ３０

工場職長・部門長 ３８ － １４ ９１ ８ １５ ７２ ４ ２２ ８６ ２ １３

ラインリーダー ９９ ３ ２５ １１２ － １２
７５０ ７ 162

１８２ ３ １９

オペレーター ２，２１７ ３ ５１ ５７４ － ６３ ３８１ － ９８

臨時工・派遣工 － － － １１１ － ３６８ ８ ３３ １２７ － ２５

合 計 ２，３７７ ３７ １０１ １，１６８ ９２ １４３ １，２３９ ７３ ２３７ ８９７ ６９ １９９

�
�
�

�
�
�

�
�
�
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ス」とのことであった。職位と学歴の相関をみ

ると，マレーシア人３民族の間の格差が解消し

たとは言えないが，それ以上にマレーシア人と

外国人の就労格差が顕現しつつある。

３．賃金と人事考課

表１１によれば，企業内賃金格差は明瞭であ

る。２社を比較してMA社の生産職賃金の総額

が多くなるのは，１２時間労働（所定内８時間

＋４時間の残業が常態）による残業手当分が大

きいためである（MB社の残業は平均１．５時

間）。マレーシア人および外国人の臨時工・派

遣工は，２社とも残業時間の手当を加算した日

給が定められており（残業は任意ではなく事実

上の強制であるから前もって加算手当の算出が

可能），これ以外の諸手当・福利厚生は原則と

して保証されない。前述のようにマレーシア人

の臨時工は月単位の契約，外国人は当初契約が

２年，更新しても最長５年である。企業との直

接契約によるマレーシア人臨時工および外国人

は，就労期間中の人事考課によって若干昇給す

るが，あくまで短勤続にかわりはない。派遣工

の場合は一律の日給のみである。マレーシアで

は明確な最低賃金の規定はないが，臨時工・派

遣工の賃金が同国製造業の最低水準にあるもの

と思われる。

上位職に関しては，MA社では能力・成果主

義に基づく人事考課を実施しており（後述），

上位職ほど成果給が大きくなるので，同じ管理

職でも給与格差は大きいとのことであるが，

データは各職位の平均値のみ提供されており，

同一職位内の具体的な賃金格差は資料の制約か

ら不明である。MB社の場合も，数年前から

ボーナスを完全な成果給としており，間接員で

はボーナスが月給の４ヶ月分，直接員（正規採

用のみ）で２ヶ月分となる。間接員ほど能力評

価にもとづく給与部分が多くなるシステムであ

る。また，既述のように，MB社の生産職はコ

ントラクター（マレーシア人臨時工と外国人労

働者）の採用のみであり，「同じ生産職でも一

定の勤続年数を経て昇給したマレーシア人正規

労働者と日給制のコントラクターの賃金格差が

大きくなっている」（管理職スタッフ）とのこ

とであるが，これも詳細なデータは得られな

かった。

４．労働力の給源と流動性

次に労働力の供給構造の検討に移るが，関連

事項のデータ収集では臨時工・派遣工の調査が

許可されなかったので，マレーシア人正規労働

者のみを対象とし，主に前回調査との比較に留

意する。

まず表１２で労働者の出身世帯職業構成（サ

ンプル調査）をみる。職位間の差異は，間接員

のサンプルが少なく明確には読み取りにくい

が，生産職で農業・自営業の構成比が高くな

る。前回調査との比較では，自営業者比率の高

さは同じだが，工場労働者や公務員の世帯出身

MA社 MB社

基本給 総額 基本給 総額

マネージャー ５，９３６ ６，５１０ ５，４００ ５，６８０

技術職 ２，３７４ ２，９５４ ２，７５０ ３，０００

事務職 １，１９４ １，５０６ １，７００ １，８２０

工場職長・部門長 １，６０５ ２，４４５ ２，１００ ２，２４０

ラインリーダー １，２７２ ２，１８４ １，２５０ １，３２０

オペレーター ６７６ １，２６６ ６９０ ７３０

臨時工・派遣工（日給） （６５） － （５０） －

最終学歴 MA社 MB社 合 計
構成比
（％）

備考：２０００年調査，日系
４社合計の構成比（％）

小学校未修了 － － － － ０．２

小学校卒 ５ － ５ ０．２ １６．７

中学校卒 ２７２ ６６１ ９３３ ３６．３ ３２．４

高校卒 ８６４ ２３４ １，０９８ ４２．７ ３９．６

短大・専門学校卒 １３０ １６５ ２９５ １１．５ ６．８

大学卒 １３４ １０５ ２３９ ９．３ ４．２

合 計 １，４０５ １，１６５ ２，５７０ １００．０ １００．０

表１０ クアラルンプル首都圏の日系企業，労働者の
学歴別構成（マレーシア人のみ）

表１１ クアラルンプル首都圏，日系企業２社の職位
別平均賃金（月額）

（出典） 筆者調査（２０００年８月，２００６年２月）。 （出典） 筆者調査（２００６年２月）。
（注）調査時のレート，１リンギット＝３０円。
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者が増加しており，農村部からの労働供給より

も都市部の第２次・第３次産業での労働力再生

産の傾向が看取される。

入職時の求人情報源（サンプル調査）を表１３

でみると，２社合計で親族・知人がおよそ５割

を占めており，前回に比して減少しているもの

の，なお求職に際して地縁・血縁のネットワー

クへの依存率が高く，労働市場の公的組織化が

十分ではなく，職業選択の自由度に制約がある

と言えよう。

労働力の流動性については，表１４で転職回

数をサンプル調査で集計している。これも前回

調査との大きな差異は観察されないが，前回調

査では労働力不足の深刻さを反映して，高学歴

の専門職労働者よりも生産職労働者の流動性の

高さが特徴的であった。今回の調査では転職経

験のない生産職労働者もその比率を高めている

が（とくにMB社），これは前述のような正規

生産職の採用抑制と派遣労働者・外国人労働者

による代替によって，削減された正規労働者の

中に定着層の比率が高まっているためであろう

と考えられる。なお，調査企業の離職率につい

て詳しいデータは得られなかったが，MA社の

スタッフによれば，調査前年の正規労働者の離

職率が，間接部門で月１％程度，直接部門で月

４％程度とのことであり，やはり生産職層の離

表１２ クアラルンプル首都圏の日系企業２社，労働者の出身世帯職業構成（サンプル調査）

表１３ クアラルンプル首都圏の日系企業２社，入職時の求人情報源（サンプル調査）

MA社 MB社

合 計 構成比（％）

備考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

２０００年調査，日系３社
合計の構成費（％）

農業経営 １４ ２ ２ － １８ １２．７ ２５．２

農業労働者 １１ － － － １１ ７．７ ６．６

工場労働者 １０ ２ ４ ２ １８ １２．７ ８．８

事務・技術・管理職 ２ ２ － － ４ ２．８ １．１

職 人 － － － － － － １．１

商 人 ５ １ ２ － ８ ５．６ １．１

自営業 ２１ － １４ ２ ３７ ２６．１ ２５．２

公務員（行政職） １２ ２ ６ ４ ２４ １６．９ ２．２

軍 人 １ １ ２ － ４ ２．８ ２．２

教 員 ２ － － ２ ４ ２．８ １．１

その他 ７ ３ ４ － １４ ９．９ ２５．３

合 計 ８５ １３ ３４ １０ １４２ １００．０ １００．０

（出典） 筆者調査（２００６年２月）。

MA社 MB社

合 計 構成比（％）

備考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

2000年調査，日系３社
合計の構成比（％）

親族情報 １９ － － － １９ １３．９ ２２．１

知人情報 ３０ ２ １４ ４ ５０ ３６．５ ５２．６

新聞求人 １６ ８ １４ ４ ４２ ３０．７ １８．９

職業斡旋所 ２ ２ － ２ ６ ４．４ ３．２

学校求人 － － － － － － －

インターネット ２ １ ２ － ５ ３．６ －

その他（企業独自広告等） １５ － － － １５ １０．７ ３．１

合 計 ８４ １３ ３０ １０ １３７ １００．０ １００．０

（出典） 筆者調査（２００６年２月）。
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職率が相対的に高くなっている。

労働者の職歴について詳細なデータを収集す

ることはできなかったが，表１５にサンプル調

査で転職経験者の前職を集計している。前職を

工場労働あるいは事務・技術・管理職とする者

の合計が６割近く，これに公務員を加えると約

７割に達している。前掲表１２の出身世帯の構

成と併せ見るならば，農業を含む自営業から工

業・サービス業の被雇用労働者への職種シフト

が明瞭であり，既述のような労働者世帯の再生

産と同時に，異業種間の労働力移動もなお存続

しているものと見られる。

５．日本的経営・生産システムへの評価

今回の調査では日本的経営・生産システム論

の検討を主要な課題とはしていないが，日系企

業の優位性に関する労働者の意識調査を実施し

ているので，関連の聞き取り調査も含めて若干

のコメントを付しておきたい。なお，この調査

もマレーシア人の正規労働者のみを対象として

いる。

表１６の意識調査（サンプル調査）の集計に

よれば，職層の相違に拘わらず，日本企業への

高い評価（これは日本企業への期待をも表して

いる）事項は，�長期雇用，�諸手当給付，�
や�の技能修得，�集団労働などであり，逆に
評価が低い事項は�基本賃金や�年功評価など

MA社 MB社

合 計 構成比（％）

備考

生産職
事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

2000年調査，日系３社
合計の構成比（％）

転職なし １９ ２ ２４ ２ ４７ ３３．１ ２９．０

転職１回 ２０ ６ ８ ３ ３７ ２６．１ ２９．１

２回 ２５ １ ２ ４ ３２ ２２．５ ２４．０

３回 １３ ３ － １ １７ １２．０ １２．０

４回 ５ １ － － ６ ４．２ ５．０

５回以上 ３ － － － ３ ２．１ １．０

合 計 ８５ １３ ３４ １０ １４２ １００．０ １００．０

表１４ クアラルンプル首都圏の日系企業２社，労働者の転職回数（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００６年２月）。

MA社 MB社

合 計 構成比（％）
生産職

事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

農業経営 － － １ － １ １．１

農業労働者 ３ １ － － ４ ４．２

工場労働者 ４０ ５ ５ １ ５１ ５３．７

事務・技術・管理職 ５ ４ １ ４ １４ １４．７

職 人 － － － － － －

商 人 ３ － － － ３ ３．２

自営業 ７ － － － ７ ７．４

公務員（行政職） ８ － ３ － １１ １１．６

軍 人 － － － － － －

教 員 － １ － － １ １．１

その他（不明） － － － ３ ３ ３．２

合 計 ６６ １１ １０ ８ ９５ １００．０

表１５ クアラルンプル首都圏の日系企業２社，転職経験者の前職（サンプル調査）

（出典） 筆者調査（２００６年２月）。
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である。つまり，現地労働者の日本企業を見る

目は，長期雇用・技能形成・福利厚生などへの

期待であり，逆に低位の賃金水準への不満は強

く，年功的な職場秩序の導入にも否定的である

と読み取れよう。

調査の際には管理職クラスのスタッフへのイ

ンタビューを実施したが，その中で日本的な経

営・生産システムの現地適応についても率直な

意見交換を行った。上記の意識調査で得られた

ような現地労働者の日本企業に対する評価は，

日本人スタッフにもある程度は把握されている

ようであった。それは，調査２社の次のような

人事考課の導入にも反映されている。

MA社では，半年の１回の査定の際に年令・

勤続年数を評価事項に含めず，下位職（生産

職）に対しては担当の職務の遂行度と勤務態度

を重視した考課を，上位職（生産現場の職長ク

ラスや間接員）には能力・成果にウエイトをお

いた評価を行っているという。MB社でも，年

に１回の人事考課では年令や勤続年数を考慮せ

ず，専ら能力評価を行ってこれをボーナスに反

映させ，総賃金に占めるボーナスの比重を高め

て同一職位でも賃金格差をつけるとともに，昇

進・昇格の速度にも能力・成果評価の比重を高

めている。かかる人事政策は，一面で年功より

も能力評価を期待する現地労働者への適応とも

言えようが，他面では企業内の賃金格差を是正

する取り組みがほとんど見られず，全労働者の

圧倒的多数を占める底辺の生産職労働者，とり

わけ派遣工・臨時工の賃金水準が極端に低く抑

えられることになる。また現地労働者が期待す

る安定的な雇用関係や充実した福利厚生も，経

営現地化の担い手としての上位職の労働者（間

接員や生産現場の職長クラス）に限定されるな

ど，全社的には不安定な雇用関係が拡大してい

るともみられる。低賃金で福利厚生を欠いた短

勤続の労働者群の雇用拡大などは，その端的な

例である。

生産現場においても，労働者の期待に反して

長期的な技能形成が期待できる職層はむしろ縮

小しているように見える。例えば，MA社の生

産職労働者の技能訓練はOJTが中心である

が，その内容は「工程にもよるが単純労働なら

１週間のOJTで十分，やや複雑な工程なら２～

３ヶ月で修得できる」（管理職スタッフ）もの

であり，「生産工員の職務範囲は狭く設定され

ており，多能工化を評価するようなシステムで

はない」（同社社長）とも言う。外国人労働者

を中心に派遣工・臨時工の短勤続者を多用すれ

ば，「長期的展望で技能の熟練を体得させるこ

とや多能工化は困難」（同）とのことであり，

前述のようにこれは職場のリーダーを育てる難

MA社 MB社

合 計 構成比（％）
全回答者（１４２人）に
占める選択率（％）生産職

事務・技術
管理職

生産職
事務・技術
管理職

�長期間働くことができる。 ６１ ９ ２４ １０ １０４ ２６．６ ７３．３

�基本賃金が高い。 ６ － ２ － ８ ２．０ ５．６

�諸手当の給付が充実している。 ４３ ４ １０ ４ ６１ １５．６ ４３．０

�福利厚生が充実している。 １４ １ ２ ２ １９ ４．９ １３．４

�専門技術が早く身に付く。 ２３ ７ １２ ３ ４５ １１．５ ３１．７

�勤続年数や年齢を重視して評価する。 ８ ２ １ － １１ ２．８ ７．７

�集団で仕事をする。 ３１ ５ ９ ５ ５０ １２．８ ３５．２

�いろいろな種類の仕事を担当できる。 ２８ ３ ２０ ６ ５７ １４．６ ４０．１

	ＱＣサークルが有益である。 １８ ３ ２ － ２３ ５．９ １６．２


労使関係が安定している。 ６ １ － ６ １３ ３．３ ９．２

合 計 ２３８ ３５ ８２ ３６ ３９１ １００．０ －

表１６ クアラルンプル首都圏の日系企業２社，日系企業の優位性に関する労働者意識調査（サンプル調査，複数回答）

（出典） 筆者調査（２００６年２月）。

２００７．６ マレーシアの日系企業と労働市場 宮本 43（ 43）

【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海道大学／２００７　経済学研究Ｖｏｌ．５７，Ｎｏ１／本文／宮本様  2007.05.23 17.50.33  Page 45 



しさに結びつく。このように，日本的経営・生

産方法への現地労働者の期待とは裏腹に，外資

系企業が直接投資の主目的としての人件費節減

や効率的生産を過度に追求すれば，むしろ不安

定就業階層を増幅させ，労働市場を跛行化する

危険性を内包していると言わざるを得ない。

まとめにかえて

─アジアの労働格差を考える─

小論では，日系企業の労働市場を事例とし

て，現代マレーシアにおける労働市場の重層性

について，マレーシア人３民族の格差ばかりで

なく，外国人労働者の大量流入に伴う国際化し

た労働者の階層性に着目した。以下では，マ

レーシアの労働市場の特徴をより広い国際比較

の視座から捉えるべく，アジア各国・各地域に

顕在化している労働格差の多様な実相について

言及して小論のまとめに代えたい。

現代アジアにおける労働市場の形成は，アジ

ア各国・各地域に固有の社会制度的要因に基づ

く原理と，主に先進国からの直接投資によって

もたらされる競争的な市場原理，この両者が相

互に規定しあって多元的で重層化した市場関係

を生み出している。労働市場の重層化は，企業

内においても，地域社会においても，また国境

を超えても，様々な固有の労働格差の構造を

伴って顕現している。つぎに筆者のこれまでの

調査結果に基づいて，中国・インド・インドネ

シアの若干の事例を紹介してみる。

中国の労働市場は地域差が大きく，その一般

化は容易ではないが，共通する特徴のひとつは

独特の戸籍制度による労働市場の分断であり，

人口の過半を占める農村戸籍者に対する開発地

域＝都市労働市場での就労差別である。例え

ば，いまや開発最前線の上海では，国有企業改

革とその下崗労働者＝都市戸籍者の再雇用優先

の労働政策から，農村戸籍者の公的な就労は厳

しく規制されている。「改革・開放」以前のよ

うな農村・都市間の厳格な居住分断は徐々に緩

和されているが，それでも地方からの出稼ぎ者

は都市雑業に従事するか，あるいは民間企業で

採用されても短期雇用の生産職が大半であり，

長期雇用・昇進＝昇給・福利厚生などで優遇さ

れる間接部門に参入することはできない。外資

系企業に割り当てられる企業推薦によって，戸

籍転換が認められる人材は例外的である（宮

本：２００２，２００５a，２００６）。同じ中国でも広東

省のように，「改革・開放」の当初から香港企

業（香港進出の外資系企業を含む）の生産拠点

と位置づけられた経緯から，労働力が専ら内陸

農村部からの大量調達に依存した地域では，当

地への労働力移動は比較的容易であった。しか

し，需要する労働力は主に量産工程に配置され

る若年女性であり，短期雇用・単純労働・低賃

金の雇用を特徴とし，農村戸籍者は都市社会保

障の対象外であるから，長期滞在は望むべくも

なかった。都市戸籍者は，企業内の間接部門を

中心にその学歴や技能水準によって競争的な昇

進＝昇給システムに組み込まれるが，農村戸籍

者の都市就労は，経済外的な中国に固有の戸籍

制度によって強く制約されている（宮本：

２００６）。このような中国側の制度要因を前提

に，外資系企業が開発地域に進出するとき，経

営戦略の要である生産のコスト削減と効率化

は，現地側の事情に適応して，労働市場を重層

化・分節化しつつ実現することになる。

インドの労働市場は，長期の歴史過程で形成

されてきたカースト分業によって今もなお制約

されている。周知のように人々の職業と生活を

厳しく律してきたカースト身分制度は，地方の

農村ほど根強く残存しており，都市とりわけ首

都圏のような大都市では相当に弛緩していると

言われている。しかし，筆者が調査したデリー

首都圏の企業でも，企業内の労働力編成とカー

スト身分制は無関係ではなかった。間接部門の

高学歴者はそのほとんどが上位カーストによっ

て占められており，これは資産家・上層世帯出

身の上位カーストほど高学歴を身につける機会

が多く，結果的に専門職の労働者群を形成して
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いるとも考えられるが，問題はそれだけではな

い。経営側は，たとえそれが外資系企業でも，

出身カーストの身分を配慮して職務配置をせざ

るを得ず，カースト身分の上下関係と上司・部

下の職位関係の逆転が生じないような配慮すら

考えられている。調査企業では，工場内での重

筋的な労働や清掃等の雑役は下位カーストの出

身者に限られており，かかる職務を上位カース

トの出身者が担うことなど論外とする，いわば

暗黙の了解ができあがっている（宮本：

２００４）。社会慣習は，法律以上に人々の生活を

律する機能を果たすこともある。大都市の企業

においてすら，労働者はカーストによる一定の

就労制約を受けており，いわんや伝統的なカー

スト分業が根強く残る農村部では，職業選択の

自由が著しく制約されていることは想像に難く

ない。

中国・インドの事例は，固有の社会制度的要

因が労働市場の重層化のあり方を強く規定して

いる事例であるが，他方ではアジアの地域経済

圏の展開が国際的な労働市場の重層化を促進

し，独特の労働格差を生んでいる事例もある。

その端的な例がインドネシアのバタム島工業団

地に見られる若年女性の労働市場である。金

融・情報・経営管理のハブ都市としてのシンガ

ポールを中核として，マレーシアのジョホール

州，インドネシアのリアウ州を包摂した地域開

発構想が「成長の三角地帯」であり，その最大

の生産拠点がバタム島である。その工業団地に

はシンガポール企業と日系企業の電子・電機

メーカーが大挙して入居しており，労働力は専

らインドネシア全土から調達された若年女性で

あり，彼女らは２年の短期雇用で同国の最低賃

金で雇用される。シンガポール企業・日系企業

の間接部門スタッフと生産職女性労働者の賃金

格差は極端に大きく，長期就労が可能な高学歴

の間接員と短勤続の女子工員とでは福利厚生等

の就労格差も著しい。

バタム島の事例は，インドネシア国内の労働

力移動がシンガポールを拠点とする地域経済圏

と結びついた事例であるが，国際的な労働市場

の展開では，小論で取り上げたマレーシアや，

前著で取り上げた台湾やシンガポール国内の労

働市場，あるいは別の機会に触れたタイの事例

（宮本：２００５b）などもその端的なものであろ

う。現代アジアのリージョナリズムは，域内の

多元的なFTA網によって関税・貿易等の障壁

を超えてより広域化しようとしているが，労働

市場の側面では，日本を筆頭とする先進国企業

やアジアNIEs 企業が域内国際分業の展開に牽

引されて，これまた多元的な位相をみせてい

る。そこでは経営の国際分業・合理化と同時

に，コスト節減とりわけ労働コストの削減が依

然として最優先課題であり，これを実現する経

営・生産のアジア的適応は，一面では実にアジ

ア的な制度要因に依拠しつつ，他面では経済発

展の内実が異なる諸地域・諸国家を域内国際分

業に包摂して，地域間・国家間の労働力移動を

利用しつつ展開する。この両側面が相互に規定

しあって，アジア的な労働市場の現局面が形成

されることになる。しかし，外資主導型の労働

市場の形成では，その直接投資の動機ゆえに，

企業内の長期的な熟練形成に基づく安定的な生

産を展望しえないというディレンマも常に内包

している。

アジア労働市場の重層化は多元的であり，企

業内・地域内ばかりでなく，国際的にもその実

相は多様であるが，あえて共通点を指摘すれ

ば，一方で高学歴の専門職労働者の需要から彼

らが参入する限定的な市場が形成され，他方で

は短勤続で技能形成の展望を欠いた労働者群が

分厚い底辺労働を形成するという所にある。か

かる極端な労働格差は，当該社会総体としても

労働技能の蓄積を脆弱で跛行的なものにする危

険性を内包していると言わざるを得ない。労働

格差の是正には，不安定就業階層の雇用と生活

を保障する社会装置の整備が緊要の課題なので

はなかろうか。
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